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論 文
関税同盟の理論
一最近の展望―
小田 正雄
まえがき
かってEECのめざましい発展が世の注目を集めてEECプームをおこしE
ECの経済成長，貿易の拡大を論じた実証研究が次々に現れたことがあった。
EEC成立の事情からしてnon-economicな議論も多かったが，いま経済的な
議論に問題を限定してEECプームの残した最大の貢献を反省してみるとその
第ーはEEC貿易のすばらしい拡大を説明するために合意的分業という新しい
国際分業の原理が提唱され，比較生産費説が再検討されるようになったこと，
1)' 第二は関税同盟の伝統理論が前進，再吟味されるようになった2)ことだと
思われる。いずれも一層の究明を必要とする重要な課題であるが小論では最近
の展開を参照しつつ関税同盟の理論をめぐるいくつかの問題を整理することに
する。ヴァィナーのいうように3)関税同盟は自由貿易化と保護貿易化という相
対立する要素を含む。そして同盟国間の関税の撤廃，同盟外からの輸入に対す
る共通関税の設定は貿易の流れに大きな変化をもたらす。関税同盟の理論はこ
のような同盟の結成という條件の変化が生産と消費を more efficientにす
るか（貿易創出的），それとも lessefficientにするか（貿易転換的）といいう
ことの分析にその全てを集中してきた。ところが関税同盟の結成はこのように
allocation efficiencyが向上するかどうかという staticな側面とともにも
っと dynamicな効果4)をもつ。問題の複雑さはこれら二つの効果が必ずし
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も同一方向に作用するとは限らないという点にある。そこには自由貿易か保
護貿易かという対立，つまり staticな貿易利益を追求すべきかそれとも
dynamicな成長利益を実現すべきかという古くて新しい問題が内包されてい
る。従ってもしわれわれが関税同盟の staticな効果だけの分析にとどまるの
であれば伝統的な welfareanalysisでたりるかもしれないが観点を180度変
えて dynamicな効果を追求するのが関税同盟のねらいであるとすれば wel-
fare analysisとは別の基準あるいは仮説を用意しなければならなくなる。
最近発表された一連の論文において小島教授，クーパー＝マッセル，およびハ
リー・ジョンソン5)はセカンドベスト的な関税同盟が何故に選好されるのかと
いう問題に対して関税同盟理論の welfareanalysisでは無効であるとしてエ
業生産選好説 (Preferencefor industrial Production)という興味ある仮説を
提唱した。それによれば関税同盟は保護主義の立場から国際分業の staticな
利益にこだわらずに工業生産と輸出の拡大をおこない dynamicな成長の利
益を追求するという立場に立って始めて正当化できるという。つまり関税同盟
のねらいは個人消費の効用を犠牲にしても工業生産と輸出を自由貿易における
よりも大きくしようとすることにあるのだと考えるわけである。関税同盟が無
差別的関税や無差別的自由貿易よりも選好されている事実， tariff-bargain-
ingの性格，各国が関税同盟を結成するための条件などについては伝統理論で
は解明されない問題であったことを反省すれば市場が拡大し技術が進歩すると
いった dynamicな局面を対象とする関税同盟の理論に staticな自由貿易
賛成論を基礎とする welfareanalysisを用いることは不適当だと結論せざ
るをえなくなる。小論はこのような観点から関税同盟の伝統理論を整理しジョ
ンソンらの展開にそって工業生産選好説について若干の省察を試みることを目
的とする6)。従来の諸分析に新しいものを加えるものではない。
1)小島〔n〕〔12〕，池本〔6〕，池間〔7〕，河村〔14〕
2) Cooper=Mass叫〔3〕〔4〕・ Humphrey=Fergus叩〔5〕Johnson (8〕〔，〕
小島〔10〕河村〔U〕Lipsey (16〕
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3) Vin釘〔22〕
4) Johnson 〔的
5)小島〔1〇〕,Johnson 〔的， Cooper=Massell 〔4〕
6)なお小論は小島教授の諸論文〔1釘〔H〕〔12〕〔認〕に負うところが極めて大きい。
1 関税同盟の伝統理論
(1) 部分均衡分析ーマーシャル的需給曲線による一
貿易創出効果と貿易転換効果
welfare analysisの基礎をなすヴァイナーの貿易創出効果と貿易転換効果
を簡単に整理しておく。前者は同盟の結成によって関税によって保護されてい
た同盟内の一国の高コスト生産が排除されパートナーからの輸入が創出される
こと，つまり同盟各国は比較優位をもつ財に特化し比較劣位の財を輸入すると
いう自由貿易化への動きを説明する。後者は域内関税は撤廃されるが域外には
差別関税が適用される結果域外の低コスト生産に域内の高コスト生産がとって
代り貿易が域外から域内に転換される効果である。
例えばある財のA,B, C 3国（それぞれ自国，パートナー国，第三国とする）で
の単位当り貨幣コストが$25, $ 20, $15とする。 Aは$15の関税を課して国
内生産を続けていたとする。いまAがBと同盟を結成し両国間では関税は撤廃
するがCには $15の共通関税を課すとすれば AはBから $20で輸入した方が
$ 25で国内生産するよりも， あるいはまたCから $30で輸入するよりも安
くつくので国内生産を停止し Bから輸入を開始する。 貿易は創出されAの
allocation efficiencyは向上する。次にAの関税が低く $7であったとする。
この場合Aは国内生産を続けることができず自由にCから輸入していたこと
になる。ここでAがBと同盟を結成しCには$7の関税を課すとAは輸入先を
CからBに転換し $20で輸入するだろう。 Aの輸入価格は上昇し allocation
efficiencyは以前に比べて低下する。これが貿易転換効果である。前者が
efficiencyを向上させ後者がこれを低下さすものであればその純効果を最大
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にするような関税同盟が望まれることはいうまでもない。では貿易創出，貿易
転換を区別する根本的な相違は何か1)。それは同盟結成前の状態が不完全特化
であるか完全特化であるかということである。つまり貿易創出ケースではA,
B, Cの全てがA,Bの保護関税によって生産を続けていたのに対して貿易転
換ケースではAは生産しておらずCから自由に輸入していた。従って前者が同
盟内の特化，自由貿易化であるのに対して後者では盟外国に対する保護は強化
され保誰貿易に進むことになる。
ところでヴァイナーの場合不変生産費を仮定しており供給弾力性は無限大，
また需要弾力性は零でもっぱら inter-countrysubstitutionに関心が向け
られていた。次にヴァイナーよりも広い立場から貿易創出，転換効果を若干の
図と式で示したい。
貿易創出，転換効果の図的説明2)
次のような仮定を設ける。
（イ） A (自国）の welfareの変化を消費者余剰，生産者余剰，関税収入の和
のそれで示す。
（口） 一財モデルである。
り Aは逓増生産費であるが他の二国(B,C)の供給は無限に弾力的である。
（二） 関税収入は政府が直接支出するか民間部門に転化されるかして全て国内財
に支出される。
（ホ） efficiencyとwelfareとは一対一の関係にある。
（べ為替相場は一定不変。
さて Fig1で PtQ"および Pt'Q"'は Cおよび Bの関税を含む供給曲線
であり， PQおよび P'Q'はそれぞれ関税を含まない供給曲線である。同盟結
成前 Aは両供給源に同率の関税を課しているので Cから T'A0を輸入する
ことになり，その機会費用は T'M'N'A0である。 OT'は国内生産しており，
消費は QAHである。 この場合 Aの welfareは仮定により消費者余剰；需
要曲線より下で PtQHより上の部分，生産者余剰；供給曲線より上で PtR'よ
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れる貿易量は T'A"である。
???
?
?
り下の部分，関税収入； T'A" xPPt, 
の和である。
ここで Aが B と関税同盟に入
る。価格が OP'に低下するので国
内生産は OTに減少し輸入は TA'
に拡大する。国内生産の減少分TT'
と消費の増大分 A"A' の和だけ輸
入が増加し，これが貿易創出効果を
構成する。他方 Cから Bに転換さ
関税同盟によって Aの welfareはどう変化す
?
るか。まず消費者余剰は a+b+c+dだけ増加する。これに対して生産者余剰
は aだけ， また関税収入は c+eだけ減少する。従って純効果は b+d-eと
なりもしそれが正であれば welfareは向上する。
次に Fig1で問題の近傍で需給曲線を直線と仮定して A の welfareを
叫とするとその変化 JWAは3)
1 ilWA=(RR'L+Q0Q'J)-LJN'M'=-(t-u)2(cot ct+cot fi) 2 
-tu("! cot ft-cot a) 
となる。 （ただし t;Aの関税率， u; B, Cの生産コストの差， ct, p ; 需給曲線の
横軸との角度， r: 定数）
1 貿易創出効果は一(t-u)2(cota+cot fi)だから tが高いほど， Uが小さい2 
ほど，需給曲線の勾配が小さいほど貿易創出効果は大きい。 また貿易転換効
果は tu("I cot ft-cot a)だから t,uが大きいほど，需要曲線の勾配が小さ
いほど，供給曲線の勾配が大きいほど大きい。従って純効果は cotaが大きい
ほど， Uが小さいほど大きい。また t,cot ftについては純効果を最大にする
適当な値が考えられる。
貿易創出ケースの一般化4)
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関税同盟が世界全体の welfareを向上さすための条件を逓増生産費の仮
定の下でとりあげる。このような場合それが貿易創出的であるということは世
界全体としてある財の一定量が以前よりもより少い犠牲で（コスト）得られる
ようになることである。同盟結成前の価格（限界生産費）を次のように仮定して
AがBと同盟を結成する。
限界生産費 関税率
A 国 $30
B 国 $26
C 国 $20
な：高関税
tが低関税
0 関税なし
共通関税率が30~50彩の間に決まるので A,Bについて次のようなケースが
考えられる。
(1) Aについては50彩以上の関税によって続けていた非効率な国内生産をやめ
その分を 30~50%の関税で Cから輸入するか，あるいは無関税で Bから
輸入するか，それとも B,Cから同時に輸入する一一貿易創出的．
(2) A はいままで無関税または極めて低い関税で Cから輸入していたものを
全て Bに転換する一貿易転換的．
(3) Bについては Cから安く輸入していたものを犠牲にして国内生産を開始
する。一貿易転換的．
(2)(3)のようなケースが望ましくないことはいうまでもない。
では関税同盟が必ず貿易創出的であるためにはいかなる条件をみたせばよい
か。問題とする財の生産（一定）は次のような形でおこなわれる。
SA(P心+SB(PB)+Sc(Pc) =k 
ただし Sはi国の生産量 piはi国の価格 (i=A,B,C)でKは定数とする。
蒙如＋醤如璧dpc=O……………………………(1)
各国の価格の間には
加=PcCl十な） 加=PcCl+tB)
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ただし tiはi国の関税率，従って
dpA = (1 +tA)dpc +Ped tr・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・(2) 
dPB=(l +tB)dPc+PcdtB・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3)
(1), (2), (3)より
dPc 
-Pc(麟 asB
fJPA 
dtA+ 
如 如） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4)
asA fJSB fJSc (l+tA)-—+(l+tB)-+一
fJPA f}pB fJPc 
ここで dtA=て一ね<o
dtn=て-tn>O
ただし て＝ fA+fo 2 で共通関税率である。
d加の符号は分母が正だから asA!fiPA,aふ/8加の値いかんによる。 fiSA! 
勃A奎8ふ/8Pnに応じて dPc奎0。逓増生産費の仮定により dPc奎0に応じて
Cの生産が拡大，一定，減少するので貿易創出的であるためには dPc>Oでな
ければならない。
ところで fiSA!fi加>aふ/8加は X軸に価格， Y軸に生産量をとると A
の供給曲線の勾配が Bのそれよりも急であることを意味する。 従って関税同
盟によって Aの生産は縮少され Bのそれは拡大されるが供給曲線の勾配がこ
のように違うということは世界生産量を一定にするためには Cの生産拡大，
従って Pcが上昇しなければならないことになる。
(2) 一般均衡分析
次に二財モデルで関税同盟の welfare効果を考える。ヴァイナーの場合一
財でしかも供給側の分析にとどまっていたので貿易創出は welfareを向上さ
せ貿易転換はこれを低下さすと結論したが二財で相対価格の変化に応じて消費
パターンが変わればたとえ生産側で貿易転換的であってもなお welfareは向
上するかもしれない。
貿易転換，消費パターン一定
Fig 2で A(自国）は Y財を OA量生産し Cの X財と ACの交易条件
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?
? x財 ? X財
Fig 2 Fig 3 
で貿易し e点に達している。 Agの Y財を輸出し geの X財を輸入する。
ここでA は lessefficientな Bと関税同盟に入る。 その結果 AはABが
示すようなより高い価格で X財を買わねばならず均衡点は eから fに移る。
両財の消費量が減少しより低い無差別曲線に移る。
消費パターン一定 (oz)の仮定の下では貿易転換は必ず welfareを低下さ
せ貿易創出はこれを向上さす。
貿易転換，消費パタ＿ン可変5)
Fig 3は生産側で貿易転換的であっても相対価格の変化に応じて消費パター
ンが変われば必ずしも welfareが低下するとは限らないことを示している。
Fig2と同じく OAは Aの Y財生産量， ACは A が Cと貿易している時
の交易条件で eはその均衡点である。いま A が Cからの輸入に関税を課す
と相対価格はA'C'になり X財の消費は減少し Y財のそれは増加し hに達す
る。関税収入は消費者に還元されると仮定すると所得は ACの場合と同じで消
費パターンは oeから ohに変る。 hを通る無差別曲線が自由貿易の時のそれよ
り低いことはいぅまでもない。ところでAがBと関税同盟に入ると貿易は C
から Bに転換され均衡点はgになるがgは Cからの輸入に関税を課してい
た時の均衡点 hと同一の無差別曲線上にある。だが関税同盟に入ることによ
り域内関税は撤廃され消費側における貿易創出効果によって ADのような交
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易条件が得られるかもしれない。従ってA国にとって ACよりは不利だが AB
より有利な交易条件が得られればその welfareが向上する可能性がある。
1)小島〔認〕 252ページ。ただしミード〔17〕は貿易転換効果についてこれとは違った
解釈を与えている。
2) Clement=Pfister=Rothwell 〔2〕pp. 這3—l邸
3) Humphrey=Ferguson 〔的，河村〔14〕ことに後者による。
』wA= (RR'L+QHQI ])-LIN'M' 
いま関税を t,C. Bの供給価格の差を U とすると
RR'L=―(t-u)xcot a 2 
QHQIJ=ー (t-u)xcot p 
2 
また LJN1M1=uxR1Qu R1Q6=PtQ"-PtR1 
Gpt=k とおくと ptQ"=k cot p ptR'=t cot a 
:. R1Q"=k cot p —t cot a=t(r cot p-cot a) 
ただし k=Tt 
従って L]N'M'=tu(r cot P-cot a) 
4) Spraos⑫釘 pp.103ー 105
5) Lips釘〔1釘 pp.42-43 
2. Welfare Analysisの反省
以上のようにヴァイナーに始まりミード， リプゼイ 1)らによって展開された
関税同盟の伝統理論は関税同盟の welfare効果の分析に集中し， 自由貿易の
立場から貿易創出は良く貿易転換は悪いという結論に達していた。だがセカン
ドベスト的な関税同盟が何故に選好されるのか。関税同盟が無差別的関税と無
差別的自由貿易のいずれよりも選好されるのはいかなる理由によるのか。この
ような疑問は関税同盟の本質的な問題であるにもかかわらず十分な解答が与え
られないまま残されていた。
そこで以下クーパー＝マッセル2)に従って関税同盟（差別的関税）と無差別的
関税の welfareに与える効果を比較して関税同盟は純貿易転換部分だけ無差
別的関税に劣ること，更に関税同盟の利益の源泉とされている貿易創出効果は
101 
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関税同盟独自の効果とはいえな
sh 
いことを明確にし従来の wel-
fare・analysisは関税同盟が選
珈 p 好される理由を説明することに
失敗していることを示したい。
Sw . Fig 4でDDは自国 (A)の
D 
需要曲線， Shは自国供給曲線，?
L L'M N'N 
Fig 4 
紋量 Sh+pは自国プラス同盟国 (B)
の供給曲線， Swは第三国 CC)
の供給曲線である。
Fig 4で注意すべき点は関税同盟の貿易量は ONで固定されているので純
貿易転換部分（関税収入の減少分あるいは同じことであるが Bと同盟に入ることによ
って生ずるコストの増大）だけ損になるようにえがいてあるということである。
無差別的関税と差別的関税（関税同盟）との比較から次のようなことがいえる。
〔ケー ス 1〕無差別関税がRQだと供給曲線は RBTとなり Cで均衡する。消
費量 ONの中 OLは国内生産され LNが第三国から輸入され BCWVの関
税収入を入手している。 いま AがBと関税同盟に入ると国内生産OL,消
費量ONは以前と変らないが第三国からの輸入LNは Bにおきかえられ関
税収入を失う。クーパー＝マッセルに従ってこれを純貿易転換と呼ぶ。
〔ケー ス 2〕無差別関税が RPの場合は供給価格OP,消費量 OMは全て国内
生産で，まかなわれる。 Aが Bと同盟を結成すると国内生産は OMから OL
に減少し Bからの輸入は LNに増加するのでヴァイナー的貿易創出効果が
発揮される。 だがこの貿易創出効果は RPの無差別関税を RQに引下げさ
えすれば得られるのであり関税同盟特有の効果とはいえない。しかも関税同
盟では得ることのできない関税収入も入手できる。
〔ケー ス 3〕無差別関税がRQとRPの間，例えばRP'の場合国内生産は OL',
第三国からの輸入は L'N'である。関税同盟に入ると国内生産の一部 LL'
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と第三国からの輸入 L'N'はBに転換され貿易創出効果と貿易転換効果が
同時におこる。だがこの場合でも RP'の関税を RQに引下げさえすればそ
れらの効果は発生する。
以上の結果は次のように整理することができる。第一に関税同盟の welfare
効果は関税引下げ部分と純貿易転換部分に (Fig4のY 軸でいえば PQ部分と
QR部分）分けられる。関税同盟の利益の源泉は関税引下げ効果にあるがしかし
それは関税同盟独自の効果とはいえない。第二に関税同盟は純貿易転換的であ
るので無差別的関税に劣る。従って第三に無差別的関税にも無差別的自由貿易
にも劣る 8)関税同盟が何故に選好されるのか伝統理論では答えることができな
いと↓ヽうことになる。かくして関税同盟の伝統理論はいつわりの自由貿易賛成
論ということになる4)がしかし staticな自由貿易賛成論に立つ限りこれ以上
のものは出てこない。ところでこのような関税同盟の本質的な問題の解決に一
つのインサイトを与えるのが次にとりあげるジョンソンの工業生産選好説であ
る。
1) Meade (1筍， Lipsey〔お〕〔16〕
2) Cooper= Massell 〔切
3)というのは関税同盟のような差別的関税引下げよりも世界的な関税の無差別引下げ
の方がはるかに貿易創出的だからである。
4) Cooper=Massell 〔り p462
3. 関税同盟と工業生産選好説
技術水準や市場の大きさその他の与件が与えられている限り自由貿易は一国
の生産と消費を最適化する。従ってそのような場合，貿易創出的な関税同盟は
良く貿易転換的なそれは悪いということは自明のことである。ところが関税同
盟はかかる与件そのものを変えてしまうということ，つまり市場を拡大し，技
術水準を高めることにこそ関税同盟の目的があるのだということに注目しなけ
ればならない。伝統理論は関税同盟の結成がもつであろう幾つかの効果，即ち
(1)比較優位による分業， (2)規模の経済， (3)交易条件の変化， (4)競争激化による
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生産効率の向上， (5)経済成長率の上昇など1)の中，主として(1)の議論から導か
れたものであり(2)(3)は別に大市場の理論で部分的に扱われてはいるが(4)は問題
の性質上始めから除外されており(5)にいたっては全く考えられていない。だが
関税同盟の理論に求められていることは保護主義的な関税同盟の必要とされる
ゆえんを究明し，関税同盟のような動態過程における分業のあり方を明らかに
することである。このような課題に応えようとするのが合意的分業論と工業生
産選好説である。
小島教授の合意的分業原理2)は関税同盟の結成によって市場が拡大され技術
水準が向上し比較生産費差そのものがクリエイトされていくような場合にいか
なる分業原理を必要とするのかという問題に応えようとするものであり，また
ジョンソンの工業生産選好説は関税同盟が登場する理由を新しい仮説を導入し
て明らかにしようとするのである．ともに関税同盟の理論を構成する二つの重
要な側面でありこれら二つの課題に明確な解答が与えられて始めて関税同盟の
理論も安住の地を得ることができるものと期待される。ところでわたくしは関
税同盟のねらいについては工業生産選好というジョンソン説に賛成するが，分
析用具は成長理論を用いるぺきだと次のように考える。つまり関税同盟結成の
本質的なねらいは比較生産費説に従う貿易の静態利益を捨てても（個人消費の効
用を犠牲にしても）工業生産と輸出を拡大して動態的な成長の利益を得ようとす
るところにあると考える。その関係を示すと次のようになる。
一国の零期の国民所得水準を Y。,t期のそれを巧としその拡大をねらうと
する。また yで貿易の静態利益，つまり生産と消費の allocationの向上によ
る利益s)を， gで技術進歩，市場の拡大その他による国民所得の成長率，従って
動態利益を示すものとする。すると一国が関税同盟に入りこれを選好するのは・
1 Y,=― Yo(l+g)'4) 1-y 
で y を犠牲 (y~O) にしても Yt の拡大において y の犠牲を上回る g の増
大があると期待し，関税同盟がかかる条件をみたしてくれるからだと考えられ
る。関税同盟の結成によって市場が拡大され，保護されると利潤あるいは潜在
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的な利潤が増加して投資機会がクリエイトされ， 新しい投資が拡大されるに
違いない。ところが関税同盟の伝統理論は上式の yだけを問題にし貿易創出
的な関税同盟は良く，貿易転換的なそれは悪いと結論したにすぎないのであ
る。いま 1/(1-y)=hとすればもし O<y<lならばなるほど hは乗数的に
ytを高める効果をもつ。しかし関税同盟のねらいはそうではなく yを犠牲
にしてもその犠牲を上回る gの増大をはかろうとするところにあるのであっ
て，つまり関税同盟の結成という條件の変化とその差別的な関税引下げが無差
別的な関税引下げよりも工業生産と輸出，従ってまた国民所得の拡大に好まし
い効果を与え，それが静態的な貿易利益の損失を上回ると期待されるからであ
る。ところがジョンソンの工業生産選好説5)はこれを welfareanalysisの分
析用具を用いて説明しようとするのである。
工業生産選好説とはジョンソンによれば自由貿易によって世界価格で安く消
費できることから得られる個人消費の効用を犠牲にしても政府の保護措置によ
って工業生産を自由貿易におけるよりも大きくしようとする集団的選好である
という。ここではジョンソン説の中心問題である次の二点をとりあげる。第ーは
工業生産選好が存在する場合の均衡条件， 6) 第二は関税同盟の存在理由がかか
る選好を仮定することによってどのように説明されるのかということである。
工業生産選好の均衡条件
次のような仮説， つまり集団的消費（工業生産）に対する選好が存在する，
この場合一国の経済的な満足は
P, 
又
I sh喝＼ D ／ sh 個人消費の効用と個人消費の犠
牲によって得られる集団的消費
の効用からなるということがフ゜
三Sf ロージプルだとすれば工業生産sh/ i 選好の均衡条件は集団的消費の！ 
I I 
I I 限界的価値（いまこれをaとする）___ !_ i 
゜
, M' M 
Fig 5 が限界私的超過費用，つまり限
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界における個人消費の効用の損失（これを¢ とする） に等しいということであ
る。従って a とBが等しい点まで工業生産を拡大することによってその国は
最適点に達する。
Fig 5はこの国が工業生産物の輸入国であるケースを示しておりこの場合
S点に対応する M'点まで工業生産を拡大すればよい。 Fig5で 1,Sfはエ
業生産物の世界供給曲線（完全弾力的） D,Dはその需要曲線（自由貿易下）， Sh,
Shは工業生産物の国内供給曲線， P, Sh+uは限界私的超過費用 (marginal
private excess cost)曲線でgの軌跡である。 V,Vは限界工業生産選好度で
V, Vど1,Sfとの距離は世界価格で表わされた工業生産選好度である。 Bは
二つの部分から成る。 一つは生産費の増分 (t%の関税によって工業生産を OM
から OM'に拡大する場合は PQR),いま一つは消費者余剰の損失（同じく ABC)
である。 aが工業生産に対する需要， Bがその供給コストを表わすわけだか S
点で均衡する。以上のように工業生産選好とは自由貿易によって世界価格で
安く消費することから得られる個人消費の効用を犠牲にしても (PQR+ABC
の損失）政府の保護措置によって工業生産を自由貿易におけるよりも大きく
(OM→ OM')しようとする集団的選好であるといえる。
ところでかかる選好は工業生産物を輸出している場合にも存在するだろう。
Fig 6はそのようなケースをえがいている。 Fig6は自由貿易下で NMのエ
業生産物の輸出実績をもっていjh•u 
P1 D ??
I+ tピー一――予―------
I 
。
?
??
???
?
ー
?
ーー ，
?
?
? ?? ?
DP 
? ?
.sh るがt%の補助金によってなお
MM'の輸出の拡大をはかろう
としている。国内価格は l+t
になり Fig5と同じように S点
で工業生産拡大の限界的選好度
とその犠牲が等しくなる。しか
し輸出拡大のために補助金を使
うことは GATTの原則に反す
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る。従ってこのような国は工業生産選好の手段を欠くことになるがこれが関
税同盟と tariff-bargainingという別の合法的な手段をとらせることにな
る。 EECのようにすでに工業生産と輸出について相当の実績をもっている諸
国がなお関税同盟を選好するという事実はこのように理解することができる。
関税同盟存在理由の説明力
二つの側面から考察する必要がある。一つは各国の追求する目標は何かとい
うことでありいま一つは関税同盟参加国の性格，条件についてである。まず同
盟各国にとってのねらいは結局国民所得，従って工業生産と輸出の拡大であ
る。だから関税同盟の差別的関税引下げが無差別的関税引下げよりも工業生産
と輸出の拡大に好ましいということが説明できれば関税同盟は自動的に選好
される。差別的関税引下げの方がベターだというのは次の理由による。いま
A(自国）について述べれば (Bについても同様） Aの無差別的関税引下げでは
CC第三国）からの輸入が拡大するので A,Bの工業生産の拡大は困難になるが
A,Bの差別的関税引下げでは Aは Cからの輸入を Bに転換するので A
の工業生産の縮少はなくしかも Bに工業生産と輸出の拡大という効果を与え
る。ただ Aは Cからの安価な輸入に比べて Bに余分の費用を払わなければ
ならない一それだけ A の所得は B にトランスファーされるーがそれがまた
Aから Bへの輸出を拡大する。かくして工業生産拡大のためには貿易転換的
の方が良いことになる。
これに対して伝統理論では輸出の拡大は輸出国にとって何ら利益を生むもの
ではなく国内生産が安いコストの輸入にとって代られることに利益の源泉を求
める。7) 極端にいえば自国だけ一方的に関税を引下げあるいは撤廃しさえすれ
ば利益が得られることになり従ってそこには tariff-bargainingなどが説明
される余地はない。 Fig 5でいえば PSQの犠牲によって工業生産は OMか
らOM'に拡大されるが同様なことをねらう相手国を想定すればよい。かかる
工業生産選好をみたすには第三国からの輸入を相手国にふりかえパートナー相
互の工業生産を拡大できる関税同盟が必要となる。
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第二点は関税同盟参加国の性格，条件についてである。アメリカのようにエ
業生産に強い比較優位を持つ国は無差別的関税引下げによる自由貿易を選ぶだ
ろう。しかし工業生産に強い選好を持つがその輸出割合は小さく保護関税によ
って国内生産を続けている国にとっては関税同盟の差別的関税引下げによって
工業生産と輸出の拡大をねらうに違いない。従って関税同盟は工業生産は比較
劣位にあるがその拡大に選好を持つ国々によって結成されやすい。また差別的
関税引下げ交渉が成立するためには工業生産の均等な交換により加盟国の工業
生産を均衡的に拡大してゆかなければならない。 これは tariff-bargaining 
の存在を認める新しい関税同盟の理論によって始めて説明できることである。
要するに関税同盟はそれを結成しようとする国の希望から出発する。従って
関税同盟の理論はそれが何であるかという問題から接近しなければならない。
1) LipSEぅy〔16〕・ pp.496-497 
2)小島〔且〕〔12〕，池間〔7〕
3)ただし y=(Y,-Yo)/Y, で貿易利益率である。
4)斎藝〔1釘72ページ
5) Johnson 〔的
6) yが犠牲にされる場合の条件である。
7)つまりッだけを問題にしていることが分る。
4. 要約と若千のコメント
以上の要約とわたくしのコメントをまとめて結語にしたい。
(1) 要約；ヴァイナー，ミードに始まる関税同盟の伝統理論はその後逓増生
産費ケース，消費パターンの変化をとり入れた二財モデル，その他いくつかの
面で一般化され前進させられた。しかしセカンドベスト的な関税同盟が何故に
選好されるのかという本質論は未解決のまま残されていた。この点から伝統理
論を再構成しようとするのが小島教授，クーパー＝マッセル，ジョンソンであ
る。小島教授はすでに早くから合意的分業の実現に関税同盟のねらいがあるの
であり従ってまたそのような動態的な関税同盟の分析には welfareanalysis 
は無効で別の基準が用意されなければならないことを指摘されている。 クー
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パー＝マッセルは関税同盟の利益の源泉は関税引下げ効果にあるが，しかしそ
れは関税同盟独自の効果とはいえないこと，更に関税同盟は純貿易転換的であ
るので無差別的関税に劣ることを明らかにし伝統理論を再構成することの必
要性を強調した。 ジョンソンは更に一歩進めて工業生産選好説という新しい
仮説を導入して関税同盟の存在理由とか必然性を究明している。わたくしは国
税同盟のねらいは工業生産選好の実現でありその分析用具は成長理論であるべ
きだと考える。従ってジョンソンのように welfareanalysisで分析すること
には不満であるが，しかしジョンソン説が関税同盟の理論を前進させるもので
あることは間違いない。
(2) コメント；第一は合意的分業原理についてである。前節で保護主義の立
場に立つ工業生産選好説は関税同盟の存在理由を説明し，逆に関税同盟はその
ような選好をみたしてくれることを知った。従ってかかる選好に基く域内貿易
には自由貿易のとは自ずから違った別の分業原理が用意されなければならない
ことになる。この点についてジョンソンは積極的に展開しているわけではない
が工業生産選好が成功するためには工業生産の fairshareを必要とするこ
と，規模の経済を利用し得るということを指摘している点から小島教授の合意
的分業論に極めて近いものを想定していることは注目しなければならない。合
意的分業論の最大のねらいは伝統的分業論が生産費差を与えられたものとして
それに従う貿易を問題とするのに対して合意的分業論は技術の進歩，市場の拡
大といった要因を内生化して比較生産費差そのものが創出される場合にいかな
る分業原理を必要とするかということを積極的にとりあげようとするところに
あり，従ってそれを比較生産費差の存在しない極限における分業原理として狭
く解すべきではない。第二に各国が静態的な welfareeffectを考慮して国
税同盟を選好するとは考えられない以上そのような welfareanalysisが関
税同盟の説明原理であるとは思えない。 もっとポジテイプなものを必要とす
る。ジョンソンのいうように工業生産と輸出の拡大をはかることに関税同盟の
ねらいがあるという見方の方が一層プロージプルに思われる。ただかかる選好
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を仮定することによって関税同盟同盟現象あるいは関税同盟への動きは説明で
きるとしてもそれを含めた世界貿易，国際分業の将来はどうなるのかという問
題は残される。第三に工業生産選好説が低開発諸国の関税同盟をすっきり説明
してくれることはいうまでもないが更にすでに工業生産と輸出の実績をもって
いながらなお一層の拡大をねらうEEC諸国が輸出補助金政策に代るものとし
て関税同盟を選好するというジョンソン説は注目に値する。第四にジョンソン
理論は welfareanalysisがこのように従来の経済効率と異なる他の価値基準'
ー工業生産選好という一の問題にも適用されることを示唆している点で注目さ
れるべきであろう。
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